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抽出詳細集計とは 

 

抽出詳細集計結果は，全世帯の約 10 分の１の世帯の調査票を用いて，全国，都道府県及び市区町村別の就業者の産業・職業（中

分類・小分類）等に関する詳細な結果を集計したものである。数値結果は，抽出による標本誤差を含んでおり，全数集計による結

果数値とは必ずしも一致しない。産業大分類別就業者数、職業大分類別就業者数、15 歳以上人口総数については、すでに公表さ

れている集計結果を参照されたい。 

 

詳細な結果は、下記 URL の「統計表一覧」を参照ください。 

URL  http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/index.htm 

 

 

 

 

 

利用の前に 

利用の前に 

数値のみかた 

 

・統計表中の「－」は単位未満又は該当数値のないことを示す。  

・1 の位の数字を四捨五入して 10 単位で表章しているため，総数と内訳を合計した数値は必ずしも一致しない。 
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用語の解説 

 

・産業 

「産業」とは、就業者について、調査週間中にその人が実際に仕事をしていた事業所の主な事業の種類によって分類したも

のをいう（「休業者」（調査週間中仕事を休んでいた人）については、その人がふだん仕事をしている主な事業所の事業の種

類）。国勢調査に用いている産業分類は、日本標準産業分類を国勢調査に適合するように集約して編成したもので、分類の詳

しさの程度により、大分類、中分類、小分類があり、佐野市の抽出詳細集計では、中分類について集計している。 

 

・職業 

「職業」とは、就業者について、調査週間中、その人が実際に従事していた仕事の種類によって分類したものをいう（「休

業者」（調査週間中仕事を休んでいた人）については、その人がふだん従事している仕事の種類）。国勢調査に用いている職業

分類は、日本標準職業分類を国勢調査に適合するように集約して編成したもので、分類の詳しさの程度により、大分類、中分

類、小分類があり、佐野市の抽出詳細集計では、中分類について集計している。 

 

・社会経済分類 

「社会経済分類」とは、社会的・経済的特性によって人口を区分するために、全人口について年齢及び労働力状態を、さら

に就業者については、職業及び従業上の地位を踏まえて分類したものである。 

 

・その他の用語 

その他の用語については下記 URL 中の、『平成 22 年国勢調査 調査結果の利用案内 －ユーザーズガイド－』をご覧くだ

さい。 

URL  http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/users-g.htm 
 

 



表1　産業中分類別就業者数

. 産業中分類 就業者数（人）

15歳以上就業者数 58,500 100.0%

　製造業 15,980 27.3% 100.0%
　　食料品製造業 2,280 3.9% 14.3%
　　輸送用機械器具製造業 2,100 3.6% 13.1%
　　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 1,840 3.1% 11.5%

　卸売業，小売業 9,470 16.2% 100.0%
　　卸売業 2,870 4.9% 30.3%
　　飲食料品小売業 2,700 4.6% 28.5%
　　その他の小売業 2,080 3.6% 22.0%

　医療，福祉 5,200 8.9% 100.0%
　　医療業 2,620 4.5% 50.4%
　　社会保険・社会福祉・介護事業 2,550 4.4% 49.0%
　　保健衛生 30 0.1% 0.6%

割合

１．産業
（１）産業中分類別就業者数

　佐野市の平成22年の国勢調査における15歳以上就業者58,500人を産業大分類別にみると、「製造業」が15,980人（15歳以上就業者の27.3%）と
最も多く、次いで「卸売業、小売業」が9,470人（同16.2%）、「医療、福祉」が5,200人（同8.9%）などとなっており、これらの3つの分類で全就業者の約
半数を占めている。
　これらの３つの分類について、産業中分類別の就業者数をみると、産業大分類の「製造業」では「食料品製造業」が2,280人（「製造業」の14.3%）と
最も多く、次いで「輸送用機械器具製造業」が2,100人（同13.1%）、「プラスチック製品製造業」が1,840人（同11.5%）などとなっている。
　「卸売業、小売業」では、「卸売業」が2,870人（「卸売業、小売業」の30.3%）と最も多く、次いで「飲食料品小売業」が2,700人（同28.5%）、「その他の
小売業」が2,080人（同22.0%）などとなっている。
　「医療、福祉」では、「医療業」が2,620人（「医療、福祉」の50.4%）と最も多く、次いで「社会保険・社会福祉・介護事業」が2,550人（同49.0%）、「保
健衛生」が30人（同0.6%）などとなっている。（表1）
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平成22年 平成17年

58,500 62,236 -6.0%

1 林業 120 20 500.0%

2 分類不能の産業 2,130 530 301.9%

3 学術・開発研究機関 240 70 242.9%

4 繊維工業 1,260 501 151.5%

5 機械器具小売業 960 450 113.3%

6 その他の製造業 500 260 92.3%

7 倉庫業 300 160 87.5%

8 化学工業 340 210 61.9%

9 鉄鋼業 240 150 60.0%

9 自動車整備業 400 250 60.0%

1 鉱業，採石業，砂利採取業 60 260 -76.9%

2 郵便局 120 330 -63.6%

3 通信業 80 160 -50.0%

3 放送業 10 20 -50.0%

3 その他のサービス業 10 20 -50.0%

6 その他の事業サービス業 1,090 1,720 -36.6%

7 専門サービス業（他に分類されないもの） 480 750 -36.0%

8 鉄道業 300 460 -34.8%

9 木材・木製品製造業（家具を除く） 260 390 -33.3%

9 各種商品小売業 280 420 -33.3%

図１　就業者数の増減率が高い産業中分類　上位５位

（２）産業中分類別就業者数―平成２２年と平成１７年の比較

　平成22年と平成１７年の就業者の増減率を産業中分類別に比べてみると、増加率が最も高いのは「林業」の500.0%増で、次いで「分類不能
の産業」が301.9%増、「学術・開発研究機関」が242.9%増、「繊維工業」が151.5%増、「機械器具小売業」が113.3%増などとなっている。
　一方、減少率が最も高いのは「鉱業、採石業、砂利採取業」の76.9%減で、次いで「郵便局」が63.6%減、「通信業」、「放送業」、「その他の
サービス業」が50.0%減などとなっている。（表2、図1）

減
少

順位 産業中分類
就業者数（人）

増減率

15歳以上就業者数

増
加

表2　就業者数の増減率が高い産業中分類　上位１０位

機械器具小売業

その他のサービス業

放送業

通信業

郵便局

鉱業，採石業，砂利採取業

増加率
上位5位

減少率
上位5位

林業

分類不能の産業

学術・開発研究機関

繊維工業

-200.0% -100.0% 0.0% 100.0% 200.0% 300.0% 400.0% 500.0% 600.0%
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表3　職業中分類別就業者数

職業中分類 就業者数（人）

15歳以上就業者数 58,500 100.0%

　生産工程従事者 14,230 24.3% 100.0%
　　製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 6,940 11.9% 48.8%
　　製品製造・加工処理従事者（金属製品） 2,130 3.6% 15.0%
　　機械組立従事者 1,930 3.3% 13.6%

　事務従事者 8,510 14.5% 100.0%
　　一般事務従事者 5,180 8.9% 60.9%
　　会計事務従事者 1,690 2.9% 19.9%
　　生産関連事務従事者 600 1.0% 7.1%

　販売従事者 7,160 12.2% 100.0%
　　商品販売従事者 4,330 7.4% 60.5%
　　営業職業従事者 2,380 4.1% 33.2%
　　販売類似職業従事者 450 0.8% 6.3%

割合

２．職業
（１）職業中分類別就業者数

　佐野市の平成22年国勢調査における15歳以上就業者58,500人を職業大分類別にみると、「生産工程従事者」が14,230人（「15歳以上就業
者数の24.3%）と最も多く、次いで「事務従事者」が8,510人（同14.5%）、「販売従事者」が7,160人（同12.2%）などとなっており、これらの3つの分
類で全就業者の約半数を占めている。
　これらの３つの分類について、職業中分類別の就業者数をみると、職業大分類の「生産工程従事者」では「製品製造・加工処理従事者（金
属製品を除く）」が6,940人（「生産工程従事者」の48.8%）と最も多く、次いで「製品製造・加工処理従事者（金属製品）」が2,130人（同15.0%）、
「機械組立従事者」が1,930人（同13.6%）などとなっている。
　「事務従事者」では、「一般事務従事者」が5,180人（「事務従事者」の60.9%）と最も多く、次いで「会計事務従事者」が1,690人（同19.9%）、
「生産関連事務従事者」が600人（同7.1%）などとなっている。
　「販売従事者」では、「商品販売従事者」が4,330人（「販売従事者」の60.5%）と最も多く、次いで「営業職業従事者」が2,380人（同33.2%）、
「販売類似職業従事者」が450人（同6.3%）などとなっている。（表3）
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平成22年 平成17年

58,500 62,236 -6.0%

1 著述家，記者，編集者 50 10 400.0%

2 分類不能の職業 2080 530 292.5%

3 法務従事者 30 10 200.0%

3 外勤事務従事者 300 100 200.0%

5 林業従事者 120 50 140.0%

6 その他の専門的職業従事者 690 380 81.6%

7 経営・金融・保険専門職業従事者 80 60 33.3%

7 宗教家 120 90 33.3%

7 事務用機器操作員 80 60 33.3%

10 社会福祉専門職業従事者 660 520 26.9%

1 音楽家，舞台芸術家 10 150 -93.3%

2 採掘従事者 10 100 -90.0%

3 家庭生活支援サービス職業従事者 30 210 -85.7%

4 販売類似職業従事者 450 1490 -69.8%

5 その他のサービス職業従事者 370 1100 -66.4%

6 生産関連・生産類似作業従事者 610 1611 -62.1%

7 管理的公務員 30 70 -57.1%

8 その他の輸送従事者 230 360 -36.1%

9 運輸・郵便事務従事者 240 370 -35.1%

10 研究者 40 60 -33.3%

（２）職業中分類別就業者数―平成２２年と平成１７年の比較

　平成17年と平成22年の就業者の増減率を職業中分類別に比べてみると、増加率が最も高いのは「著述家、記者、編集者」の400.0%増で、次いで
「分類不能の職業」が292.5%増、「法務従事者」、「外勤事務従事者」が200.0%増、「林業従事者」が140.0%増などとなっている。
　一方、減少率が最も高いのは「音楽家、舞台芸術家」の93.3%減で、次いで「採掘従事者」が90.0%減、「家庭生活支援サービス職業従事者」が
85.7%減、「販売類似職業従事者」が69.8%減、「その他のサービス職業従事者」が66.4%減などとなっている。（表4、図2）

減
少

順位 職業中分類
就業者数（人）

増減率

15歳以上就業者数

増
加

表4　就業者数の増減率が高い職業中分類　上位１０位 　　　　図2　就業者数の増減率が高い職業中分類　上位５位

販売類似職業従事者

家庭生活支援サービス職業従事者

採掘従事者

音楽家，舞台芸術家

増加率
上位5位

減少率
上位5位

著述家，記者，編集者

分類不能の職業

法務従事者

外勤事務従事者

林業従事者

その他のサービス職業従事者

-200.0% -100.0% 0.0% 100.0% 200.0% 300.0% 400.0% 500.0%
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３．社会経済分類 

社会経済分類について、１５歳以上人口における区分別の人数をみると、「その他の 15 歳以上非就業者」が 21,070 人（総数の 20.1%）
と最も多く、次いで「技能者」が 18,070 人（同 17.2%）、「家事従事者」が 16,460 人（同 15.7%）などとなっている。（表 5） 
社会経済分類別構成比をみると、男性は「技能者」が 26.4%と最も高く、次いで「その他の 15 歳以上非就業者」が 21.9%、「販売人」が

6.9%などとなっている。女性は「家事従事者」が 28.0%と最も高く、次いで「その他の 15 歳以上非就業者」が 18.4%、「事務職」が 9.7%などと
なっている。（表 6） 
男女別構成比をみると、男性の割合が最も高いのは「保安職」（100.0%）であり、次いで「管理職」（96.0%）、「工場主」（87.3%）などとなっ

ている。女性の割合が最も高いのは「内職者」（96.4%）であり、次いで「家事従事者」（91.6%）、「個人サービス人」（67.4%）などとなってい
る。（表 7） 

 

表5　社会経済分類別人口

社会経済分類 人数 割合

総数 104,880 100.0%

　その他の15歳以上非就業者 21,070 20.1%
　技能者 18,070 17.2%
　家事従事者 16,460 15.7%  

 

表6　社会経済分類別構成比

第１位 第２位 第３位

男性 技能者（26.4%） その他の15歳以上非就業者（21.9%） 販売人（6.9%）

女性 家事従事者（28.0%） その他の15歳以上非就業者（18.4%） 事務職（9.7%）

表7　男女別構成比

第１位 第２位 第３位

男性 保安職（100.0%） 管理職（96.0%） 工場主（87.3%）

女性 内職者（96.4%） 家事従事者（91.6%） 個人サービス人（67.4%）  
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４．従業地による就業者数 

従業地とは、就業者が仕事をしている場所のことであり、例えば、外務員、運転者などのように雇われて戸外で仕事をしている人につい
ては、所属している事業所のある市区町村を、船の乗組員（雇用者）については、その船が主な根拠地としている港のある市区町村をそ
れぞれ従業地としている。 
佐野市を従業地とした15歳以上の就業者数をみると、総数は佐野市の就業者数とほぼ同数である。（表8）このことは、流入人口と流出

人口、昼間人口と夜間人口が、ほぼ同数であることを間接的に示している。（表 9、10） 
 
【用語☟】 

流入人口…通勤のため、他市区町村から佐野市に流入している人口 

流出人口…通勤のため、佐野市から他市区町村に流出している人口 

夜間人口…調査時に佐野市に常住している人口 

昼間人口…夜間人口－流出人口＋流入人口によって算出された人口 

          

表8　就業者数の比較

平成22年 平成17年

58,360 62,034

58,500 62,236

表9　流入人口と流出人口の比較

平成22年 平成17年

16,932 17,407

16,984 17,463

表10　昼間人口と夜間人口の比較

平成22年 昼夜間人口比率

121,197

121,249

昼　間　人　口

夜　間　人　口
100.0

佐野市を従業地とした就業者数

佐野市の就業者数

流　入　人　口

流　出　人　口
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総数 男 女 総数 男 女
204 佐野市
総　　　　数 58500 33960 24550 48790 28040 20750
　Ａ 農業，林業 1840 1220 630 350 250 100
　　(1) 農業 1720 1100 620 250 160 90
　　(2) 林業 120 110 10 100 90 10
　Ｂ 漁業 - - - - - -
　　(3) 漁業（水産養殖業を除く） - - - - - -
　　(4) 水産養殖業 - - - - - -
　Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 60 50 10 60 50 10
　　(5) 鉱業，採石業，砂利採取業 60 50 10 60 50 10
　Ｄ 建設業 3930 3370 560 3070 2580 490
　　(6) 建設業 3930 3370 560 3070 2580 490
　Ｅ 製造業 15980 10700 5280 14950 10190 4770
　　(7) 食料品製造業 2280 1070 1210 2210 1020 1190
　　(8) 飲料・たばこ・飼料製造業 90 30 50 70 30 40
　　(9) 繊維工業 1260 490 760 920 360 560
　　(10) 木材・木製品製造業（家具を除く） 260 220 40 220 190 30
　　(11) 家具・装備品製造業 130 70 60 100 40 50
　　(12) パルプ・紙・紙加工品製造業 440 230 210 420 230 180
　　(13) 印刷・同関連業 310 190 120 250 160 100
　　(14) 化学工業 340 280 60 340 280 60
　　(15) 石油製品・石炭製品製造業 90 60 30 90 60 30
　　(16) プラスチック製品製造業（別掲を除く） 1840 1190 650 1760 1140 620
　　(17) ゴム製品製造業 700 500 200 690 500 190
　　(18) なめし革・同製品・毛皮製造業 90 30 60 70 20 50
　　(19) 窯業・土石製品製造業 870 740 130 860 730 130
　　(20) 鉄鋼業 240 230 20 240 230 20
　　(21) 非鉄金属製造業 80 30 40 80 30 40
　　(22) 金属製品製造業 1020 820 200 960 760 190
　　(23) はん用機械器具製造業 580 510 70 560 490 70
　　(24) 生産用機械器具製造業 940 770 160 940 770 160
　　(25) 業務用機械器具製造業 880 500 370 870 490 370
　　(26) 電子部品・デバイス・電子回路製造業 430 290 150 430 290 150
　　(27) 電気機械器具製造業 430 300 130 390 280 110
　　(28) 情報通信機械器具製造業 90 60 30 90 60 30
　　(29) 輸送用機械器具製造業 2100 1820 280 2040 1790 250
　　(30) その他の製造業 500 260 240 380 240 140
　Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 130 120 10 130 120 10
　　(31) 電気・ガス・熱供給・水道業 130 120 10 130 120 10
　Ｇ 情報通信業 280 200 80 240 170 70
　　(32) 通信業 80 40 30 80 40 30
　　(33) 放送業 10 10 - 10 10 -
　　(34) 情報サービス業 120 90 30 110 80 30
　　(35) インターネット附随サービス業 - - - - - -
　　(36) 映像・音声・文字情報制作業 70 60 10 40 40 -
　Ｈ 運輸業，郵便業 3570 2930 640 3240 2610 630
　　(37) 鉄道業 300 300 10 300 300 10
　　(38) 道路旅客運送業 310 280 30 310 280 30
　　(39) 道路貨物運送業 2240 1960 280 1920 1660 260
　　(40) 水運業 - - - - - -
　　(41) 航空運輸業 10 - 10 10 - 10
　　(42) 倉庫業 300 130 170 300 130 170
　　(43) 運輸に附帯するサービス業 190 110 80 180 100 80
　　(44) 郵便業(信書便事業を含む) 210 150 60 210 150 60

総数（男女別） （再掲）雇用者（役員を含む）
産業中分類

１．産業(中分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 統計データ 
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　Ｉ 卸売業，小売業 9470 4630 4850 7900 3820 4080
　　(45) 卸売業 2870 1870 1010 2630 1700 930
　　(46) 各種商品小売業 280 50 230 280 50 230
　　(47) 織物・衣服・身の回り品小売業 580 190 390 480 150 330
　　(48) 飲食料品小売業 2700 960 1750 2000 640 1350
　　(49) 機械器具小売業 960 660 300 780 550 230
　　(50) その他の小売業 2080 900 1180 1740 730 1010
　Ｊ 金融業，保険業 900 390 510 840 350 490
　　(51) 金融業，保険業 900 390 510 840 350 490
　Ｋ 不動産業，物品賃貸業 780 490 300 560 360 210
　　(52) 不動産業 510 310 200 310 200 110
　　(53) 物品賃貸業 270 170 100 250 160 100
　Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1290 900 380 960 650 310
　　(54) 学術・開発研究機関 240 200 40 240 200 40
　　(55) 専門サービス業（他に分類されないもの） 480 280 200 300 150 150
　　(56) 広告業 30 30 - 30 30 -
　　(57) 技術サービス業（他に分類されないもの） 530 390 140 400 280 120
　Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 3490 1350 2140 2550 870 1680
　　(58) 宿泊業 310 100 210 290 90 200
　　(59) 飲食店 2700 1080 1620 1860 650 1210
　　(60) 持ち帰り・配達飲食サービス業 480 160 310 410 130 280
　Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2470 1020 1450 1930 820 1100
　　(61) 洗濯・理容・美容・浴場業 1170 360 820 690 180 500
　　(62) その他の生活関連サービス業 360 170 190 320 160 160
　　(63) 娯楽業 940 490 440 920 480 440
　Ｏ 教育，学習支援業 2560 1130 1430 2260 1050 1210
　　(64) 学校教育 1800 860 940 1800 860 940
　　(65) その他の教育，学習支援業 760 270 490 460 190 270
　Ｐ 医療，福祉 5200 1200 4000 4830 960 3860
　　(66) 医療業 2620 670 1950 2250 430 1810
　　(67) 保健衛生 30 30 - 30 30 -
　　(68) 社会保険・社会福祉・介護事業 2550 500 2050 2550 500 2050
　Ｑ 複合サービス事業 430 260 160 430 260 160
　　(69) 郵便局 120 70 50 120 70 50
　　(70) 協同組合（他に分類されないもの） 300 190 110 300 190 110
　Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 2550 1810 740 2120 1480 640
　　(71) 廃棄物処理業 370 360 20 370 360 20
　　(72) 自動車整備業 400 310 90 300 240 60
　　(73) 機械等修理業（別掲を除く） 250 250 - 160 160 -
　　(74) 職業紹介・労働者派遣業 140 90 50 140 90 50
　　(75) その他の事業サービス業 1090 590 490 860 430 430
　　(76) 政治・経済・文化団体 100 70 30 100 70 30
　　(77) 宗教 190 140 50 160 110 50
　　(78) その他のサービス業 10 10 - 10 10 -
　　(79) 外国公務 - - - - - -
　Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 1430 960 480 1430 960 480
　　(80) 国家公務 320 120 200 320 120 200
　　(81) 地方公務 1110 830 280 1110 830 280
　Ｔ 分類不能の産業 2130 1230 890 920 490 430
　　(82) 分類不能の産業 2130 1230 890 920 490 430

（資料：総務省「平成２２年国勢調査」より）
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平成22年 平成17年
204 佐野市
総        数 58500 62236 -6.0%
　Ａ 農業，林業 1840 2381 -22.7%
　　(1) 農業 1720 2361 -27.1%
　　(2) 林業 120 20 500.0%
　Ｂ 漁業 - - -
　　(3) 漁業（水産養殖業を除く） - - -
　　(4) 水産養殖業 - - -
　Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 60 260 -76.9%
　　(5) 鉱業，採石業，砂利採取業 60 260 -76.9%
　Ｄ 建設業 3930 4890 -19.6%
　　(6) 建設業 3930 4890 -19.6%
　Ｅ 製造業 15980 18441 -13.3%
　　(7) 食料品製造業 2280 2420 -5.8%
　　(8) 飲料・たばこ・飼料製造業 90 110 -18.2%
　　(9) 繊維工業 1260 501 151.5%
　　(10) 木材・木製品製造業（家具を除く） 260 390 -33.3%
　　(11) 家具・装備品製造業 130 160 -18.8%
　　(12) パルプ・紙・紙加工品製造業 440 560 -21.4%
　　(13) 印刷・同関連業 310 420 -26.2%
　　(14) 化学工業 340 210 61.9%
　　(15) 石油製品・石炭製品製造業 90 70 28.6%
　　(16) プラスチック製品製造業（別掲を除く） 1840 2010 -8.5%
　　(17) ゴム製品製造業 700 770 -9.1%
　　(18) なめし革・同製品・毛皮製造業 90 90 0.0%
　　(19) 窯業・土石製品製造業 870 1160 -25.0%
　　(20) 鉄鋼業 240 150 60.0%
　　(21) 非鉄金属製造業 80 90 -11.1%
　　(22) 金属製品製造業 1020 1400 -27.1%
　　(23) はん用機械器具製造業 580
　　(24) 生産用機械器具製造業 940
　　(25) 業務用機械器具製造業 880 580 51.7%
　　(26) 電子部品・デバイス・電子回路製造業 430 450 -4.4%
　　(27) 電気機械器具製造業 430 580 -25.9%
　　(28) 情報通信機械器具製造業 90 90 0.0%
　　(29) 輸送用機械器具製造業 2100 2680 -21.6%
　　(30) その他の製造業 500 260 92.3%
　Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 130 150 -13.3%
　　(31) 電気・ガス・熱供給・水道業 130 150 -13.3%
　Ｇ 情報通信業 280 360 -22.2%
　　(32) 通信業 80 160 -50.0%
　　(33) 放送業 10 20 -50.0%
　　(34) 情報サービス業 120 150 -20.0%
　　(35) インターネット附随サービス業 - - -
　　(36) 映像・音声・文字情報制作業 70 50 40.0%
　Ｈ 運輸業，郵便業 3570 3422 4.3%
　　(37) 鉄道業 300 460 -34.8%
　　(38) 道路旅客運送業 310 210 47.6%
　　(39) 道路貨物運送業 2240 2462 -9.0%
　　(40) 水運業 - - -
　　(41) 航空運輸業 10 - -
　　(42) 倉庫業 300 160 87.5%
　　(43) 運輸に附帯するサービス業 190 130 46.2%
　　(44) 郵便業(信書便事業を含む) 210 - -

1500

総数
産業（中分類） 増減率

産業(中分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 

1.3%
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　Ｉ 卸売業，小売業 9470 10770 -12.1%
　　(45) 卸売業 2870 2980 -3.7%
　　(46) 各種商品小売業 280 420 -33.3%
　　(47) 織物・衣服・身の回り品小売業 580 740 -21.6%
　　(48) 飲食料品小売業 2700 2720 -0.7%
　　(49) 機械器具小売業 960 450 113.3%
　　(50) その他の小売業 2080 2500 -16.8%
　Ｊ 金融業，保険業 900 1040 -13.5%
　　(51) 金融業，保険業 900 1040 -13.5%
　Ｋ 不動産業，物品賃貸業 780 400 95.0%
　　(52) 不動産業 510 400 27.5%
　　(53) 物品賃貸業 270 250 8.0%
　Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1290 860 50.0%
　　(54) 学術・開発研究機関 240 70 242.9%
　　(55) 専門サービス業（他に分類されないもの） 480 750 -36.0%
　　(56) 広告業 30 40 -25.0%
　　(57) 技術サービス業（他に分類されないもの） 530 - -
　Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 3490 3430 1.7%
　　(58) 宿泊業 310 310 0.0%
　　(59) 飲食店 2700 2550 5.9%
　　(60) 持ち帰り・配達飲食サービス業 480 570 -15.8%
　Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2470 2932 -15.8%
　　(61) 洗濯・理容・美容・浴場業 1170 1451 -19.4%
　　(62) その他の生活関連サービス業 360 460 -21.7%
　　(63) 娯楽業 940 1021 -7.9%
　Ｏ 教育，学習支援業 2560 2330 9.9%
　　(64) 学校教育 1800 1670 7.8%
　　(65) その他の教育，学習支援業 760 660 15.2%
　Ｐ 医療，福祉 5200 4510 15.3%
　　(66) 医療業 2620 2680 -2.2%
　　(67) 保健衛生 30 40 -25.0%
　　(68) 社会保険・社会福祉・介護事業 2550 1790 42.5%
　Ｑ 複合サービス事業 430 730 -41.1%
　　(69) 郵便局 120 330 -63.6%
　　(70) 協同組合（他に分類されないもの） 300 400 -25.0%
　Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 2550 2920 -12.7%
　　(71) 廃棄物処理業 370 350 5.7%
　　(72) 自動車整備業 400 250 60.0%
　　(73) 機械等修理業（別掲を除く） 250 310 -19.4%
　　(74) 職業紹介・労働者派遣業 140 - -
　　(75) その他の事業サービス業 1090 1720 -36.6%
　　(76) 政治・経済・文化団体 100 80 25.0%
　　(77) 宗教 190 190 0.0%
　　(78) その他のサービス業 10 20 -50.0%
　　(79) 外国公務 - - -
　Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 1430 1630 -12.3%
　　(80) 国家公務 320 390 -17.9%
　　(81) 地方公務 1110 1240 -10.5%
　Ｔ 分類不能の産業 2130 530 301.9%
　　(82) 分類不能の産業 2130 530 301.9%

（資料：総務省「平成２２年国勢調査」より）注）一部の産業分類については、平成22年国勢調査で用いた産業分類に合わせて組替えを行った。
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総数 男 女 総数 男 女
204 佐野市
総　　　　　　数 58500 33960 24550 48790 28040 20750
　Ａ 管理的職業従事者 1410 1160 240 1320 1090 230
　　(1) 管理的公務員 30 30 - 30 30 -
　　(2) 法人・団体役員 1070 850 220 1070 850 220
　　(3) その他の管理的職業従事者 300 280 30 220 210 10
　Ｂ 専門的・技術的職業従事者 6410 3200 3200 5520 2610 2910
　　(4) 研究者 40 40 - 40 40 -
　　(5) 技術者 1160 1110 50 1050 1000 50
　　(6) 保健医療従事者 2020 600 1420 1720 360 1350
　　(7) 社会福祉専門職業従事者 660 130 530 660 130 530
　　(8) 法務従事者 30 30 - - - -
　　(9) 経営・金融・保険専門職業従事者 80 70 10 30 30 -
　　(10) 教員 1430 740 690 1430 740 690
　　(11) 宗教家 120 110 10 100 90 10
　　(12) 著述家，記者，編集者 50 40 10 20 20 -
　　(13) 美術家，デザイナー，写真家，映像撮影者 100 30 70 100 30 60
　　(14) 音楽家，舞台芸術家 10 10 - - - -
　　(15) その他の専門的職業従事者 690 280 410 370 160 210
　Ｃ 事務従事者 8510 3270 5240 8150 3210 4940
　　(16) 一般事務従事者 5180 1940 3240 4970 1900 3070
　　(17) 会計事務従事者 1690 430 1260 1560 410 1150
　　(18) 生産関連事務従事者 600 430 160 600 430 160
　　(19) 営業・販売事務従事者 430 170 250 430 170 250
　　(20) 外勤事務従事者 300 110 180 280 100 170
　　(21) 運輸・郵便事務従事者 240 180 60 240 180 50
　　(22) 事務用機器操作員 80 - 80 80 - 80
　Ｄ 販売従事者 7160 3990 3170 5900 3310 2590
　　(23) 商品販売従事者 4330 1750 2580 3360 1240 2120
　　(24) 販売類似職業従事者 450 240 210 180 100 90
　　(25) 営業職業従事者 2380 2000 380 2350 1970 380
　Ｅ サービス職業従事者 6850 2280 4570 5400 1600 3800
　　(26) 家庭生活支援サービス職業従事者 30 - 30 10 - 10
　　(27) 介護サービス職業従事者 1360 220 1150 1360 220 1150
　　(28) 保健医療サービス職業従事者 300 10 300 260 10 250
　　(29) 生活衛生サービス職業従事者 910 300 610 470 130 340
　　(30) 飲食物調理従事者 2160 1150 1020 1490 710 780
　　(31) 接客・給仕職業従事者 1640 420 1220 1420 380 1040
　　(32) 居住施設・ビル等管理人 70 40 30 40 30 10
　　(33) その他のサービス職業従事者 370 150 230 340 110 230
　Ｆ 保安職業従事者 450 450 - 450 450 -
　　(34) 保安職業従事者 450 450 - 450 450 -

２．職業(中分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲)

総数（男女別） （再掲）雇用者（役員を含む）
職業（中分類）
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　Ｇ 農林漁業従事者 1860 1300 560 390 330 60
　　(35) 農業従事者 1730 1180 550 290 230 50
　　(36) 林業従事者 120 110 10 100 90 10
　　(37) 漁業従事者 10 10 - 10 10 -
　Ｈ 生産工程従事者 14230 9670 4570 12640 8740 3900
　　(38) 製品製造・加工処理従事者（金属製品） 2130 1970 160 1980 1850 130
　　(39) 製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 6940 3900 3040 5860 3400 2460
　　(40) 機械組立従事者 1930 1470 460 1870 1430 430
　　(41) 機械整備・修理従事者 1250 1220 30 1030 1020 10
　　(42) 製品検査従事者 900 320 580 900 320 580
　　(43) 機械検査従事者 480 290 190 470 290 180
　　(44) 生産関連・生産類似作業従事者 610 490 110 520 420 100
　Ｉ 輸送・機械運転従事者 2800 2730 80 2520 2450 70
　　(45) 鉄道運転従事者 60 60 - 60 60 -
　　(46) 自動車運転従事者 2200 2140 50 1920 1880 40
　　(47) 船舶・航空機運転従事者 - - - - - -
　　(48) その他の輸送従事者 230 210 30 230 210 30
　　(49) 定置・建設機械運転従事者 310 310 - 300 300 -
　Ｊ 建設・採掘従事者 2530 2510 20 1870 1850 20
　　(50) 建設・土木作業従事者 1870 1850 20 1320 1300 20
　　(51) 電気工事従事者 650 650 - 540 540 -
　　(52) 採掘従事者 10 10 - 10 10 -
　Ｋ 運搬・清掃・包装等従事者 4200 2170 2030 3760 1950 1810
　　(53) 運搬従事者 1840 1220 620 1670 1140 530
　　(54) 清掃従事者 690 240 450 670 240 430
　　(55) 包装従事者 450 100 360 390 70 320
　　(56) その他の運搬・清掃・包装等従事者 1220 610 610 1030 490 540
　Ｌ 分類不能の職業 2080 1210 880 880 460 420
　　(57) 分類不能の職業 2080 1210 880 880 460 420

（資料：総務省「平成２２年国勢調査」より）
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平成22年 平成17年
09204 佐野市
総数（職業中分類） 58500 62236 -6.0%
　Ａ 管理的職業従事者 1410 1411 -0.1%
　　(1) 管理的公務員 30 70 -57.1%
　　(2) 法人・団体役員 1070 1071 -0.1%
　　(3) その他の管理的職業従事者 300 270 11.1%
　Ｂ 専門的・技術的職業従事者 6410 6360 0.8%
　　(4) 研究者 40 60 -33.3%
　　(5) 技術者 1160 1450 -20.0%
　　(6) 保健医療従事者 2020 2260 -10.6%
　　(7) 社会福祉専門職業従事者 660 520 26.9%
　　(8) 法務従事者 30 10 200.0%
　　(9) 経営・金融・保険専門職業従事者 80 60 33.3%
　　(10) 教員 1430 1260 13.5%
　　(11) 宗教家 120 90 33.3%
　　(12) 著述家，記者，編集者 50 10 400.0%
　　(13) 美術家，デザイナー，写真家，映像撮影者 100 110 -9.1%
　　(14) 音楽家，舞台芸術家 10 150 -93.3%
　　(15) その他の専門的職業従事者 690 380 81.6%
　Ｃ 事務従事者 8510 10400 -18.2%
　　(16) 一般事務従事者 5180
　　(17) 会計事務従事者 1690
　　(18) 生産関連事務従事者 600
　　(19) 営業・販売事務従事者 430
　　(20) 外勤事務従事者 300 100 200.0%
　　(21) 運輸・郵便事務従事者 240 370 -35.1%
　　(22) 事務用機器操作員 80 60 33.3%
　Ｄ 販売従事者 7160 7450 -3.9%
　　(23) 商品販売従事者 4330 5960 -27.3%
　　(24) 販売類似職業従事者 450 1490 -69.8%
　　(25) 営業職業従事者 2380 - -
　Ｅ サービス職業従事者 6850 6421 6.7%
　　(26) 家庭生活支援サービス職業従事者 30 210 -85.7%
　　(27) 介護サービス職業従事者 1360 - -
　　(28) 保健医療サービス職業従事者 300 - -
　　(29) 生活衛生サービス職業従事者 910 1120 -18.8%
　　(30) 飲食物調理従事者 2160 2290 -5.7%
　　(31) 接客・給仕職業従事者 1640 1601 2.4%
　　(32) 居住施設・ビル等管理人 70 100 -30.0%
　　(33) その他のサービス職業従事者 370 1100 -66.4%
　Ｆ 保安職業従事者 450 590 -23.7%
　　(34) 保安職業従事者 450 590 -23.7%

職業（中分類）

                  職業(中分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 

9870 -20.0%

就業者数（人）
増減率
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　Ｇ 農林漁業従事者 1860 2361 -21.2%
　　(35) 農業従事者 1730 2311 -25.1%
　　(36) 林業従事者 120 50 140.0%
　　(37) 漁業従事者 10 0 -
　Ｈ 生産工程従事者 14230 23942 -40.6%
　　(38) 製品製造・加工処理従事者（金属製品） 2130 2450 -13.1%
　　(39) 製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 6940 7910 -12.3%
　　(40) 機械組立従事者 1930
　　(41) 機械整備・修理従事者 1250
　　(42) 製品検査従事者 900
　　(43) 機械検査従事者 480
　　(44) 生産関連・生産類似作業従事者 610 1611 -62.1%
　Ｉ 輸送・機械運転従事者 2800 3011 -7.0%
　　(45) 鉄道運転従事者 60 70 -14.3%
　　(46) 自動車運転従事者 2200 2221 -0.9%
　　(47) 船舶・航空機運転従事者 - - -
　　(48) その他の輸送従事者 230 360 -36.1%
　　(49) 定置・建設機械運転従事者 310 360 -13.9%
　Ｊ 建設・採掘従事者 2530 3340 -24.3%
　　(50) 建設・土木作業従事者 1870 2490 -24.9%
　　(51) 電気工事従事者 650 750 -13.3%
　　(52) 採掘従事者 10 100 -90.0%
　Ｋ 運搬・清掃・包装等従事者 4200 4021 4.5%
　　(53) 運搬従事者 1840 2271 -19.0%
　　(54) 清掃従事者 690 - -
　　(55) 包装従事者 450 - -
　　(56) その他の運搬・清掃・包装等従事者 1220 1750 -30.3%
　Ｌ 分類不能の職業 2080 530 292.5%
　　(57) 分類不能の職業 2080 530 292.5%

（資料：総務省「平成２２年国勢調査」より）

4250 7.3%

注）一部の産業分類については、平成22年国勢調査で用いた産業分類に合わせて組替えを行った。
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総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

104880 51020 53870 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 48.6% 51.4%

1　農林漁業者 1440 950 490 1.4% 1.9% 0.9% 100.0% 66.0% 34.0%

2　農林漁業雇用者 190 130 60 0.2% 0.3% 0.1% 100.0% 68.4% 31.6%

3　会社団体役員 1070 850 220 1.0% 1.7% 0.4% 100.0% 79.4% 20.6%

4　商店主 690 490 210 0.7% 1.0% 0.4% 100.0% 71.0% 30.4%

5　工場主 1020 890 120 1.0% 1.7% 0.2% 100.0% 87.3% 11.8%

6　サービス・その他の事業主 930 770 160 0.9% 1.5% 0.3% 100.0% 82.8% 17.2%

7　専門職業者 630 420 210 0.6% 0.8% 0.4% 100.0% 66.7% 33.3%

8　技術者 3040 1460 1580 2.9% 2.9% 2.9% 100.0% 48.0% 52.0%

9　教員・宗教家 2570 1080 1490 2.5% 2.1% 2.8% 100.0% 42.0% 58.0%

10　文筆家・芸術家・芸能家 430 220 210 0.4% 0.4% 0.4% 100.0% 51.2% 48.8%

11　管理職 250 240 10 0.2% 0.5% 0.0% 100.0% 96.0% 4.0%

12　事務職 8540 3320 5220 8.1% 6.5% 9.7% 100.0% 38.9% 61.1%

13　販売人 6500 3510 3000 6.2% 6.9% 5.6% 100.0% 54.0% 46.2%

14　技能者 18070 13470 4600 17.2% 26.4% 8.5% 100.0% 74.5% 25.5%

15　労務作業者 4120 2460 1670 3.9% 4.8% 3.1% 100.0% 59.7% 40.5%

16　個人サービス人 6190 2020 4170 5.9% 4.0% 7.7% 100.0% 32.6% 67.4%

17　保安職 450 450 0 0.4% 0.9% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0%

18　内職者 280 10 270 0.3% 0.0% 0.5% 100.0% 3.6% 96.4%

19　学生生徒 5280 2590 2690 5.0% 5.1% 5.0% 100.0% 49.1% 50.9%

20　家事従事者 16460 1380 15070 15.7% 2.7% 28.0% 100.0% 8.4% 91.6%

21　その他の15歳以上非就業者 21070 11170 9900 20.1% 21.9% 18.4% 100.0% 53.0% 47.0%

22　分類不能 5660 3140 2520 5.4% 6.2% 4.7% 100.0% 55.5% 44.5%

（資料：総務省「平成２２年国勢調査」より）

男女別構成比

　　　　　　　　　　　３．社会経済分類（22区分）、男女別15歳以上人口

総　　　　　数

社会経済分類（２２区分）
総　　　数（男女別） 社会経済分類別構成比
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総　　　数 男 女 総　　　数 男 女

204 佐野市
総          数 58360 32850 25520 48920 27150 21770
　Ａ 農業，林業 1870 1220 650 380 260 120
　　(1) 農業 1740 1100 640 280 170 110
　　(2) 林業 130 120 10 100 90 10
　Ｂ 漁業 - - - - - -
　　(3) 漁業（水産養殖業を除く） - - - - - -
　　(4) 水産養殖業 - - - - - -
　Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 100 90 10 100 90 10
　　(5) 鉱業，採石業，砂利採取業 100 90 10 100 90 10
　Ｄ 建設業 4190 3570 610 3390 2850 550
　　(6) 建設業 4190 3570 610 3390 2850 550
　Ｅ 製造業 15170 9670 5500 14150 9170 4980
　　(7) 食料品製造業 2450 1130 1320 2380 1070 1300
　　(8) 飲料・たばこ・飼料製造業 100 40 60 90 30 50
　　(9) 繊維工業 1320 530 780 980 390 580
　　(10) 木材・木製品製造業（家具を除く） 230 180 50 190 160 30
　　(11) 家具・装備品製造業 100 50 40 60 30 30
　　(12) パルプ・紙・紙加工品製造業 470 270 200 450 270 170
　　(13) 印刷・同関連業 270 170 100 210 140 70
　　(14) 化学工業 250 210 40 250 210 40
　　(15) 石油製品・石炭製品製造業 100 70 30 100 70 30
　　(16) プラスチック製品製造業（別掲を除く） 2100 1390 710 2020 1340 670
　　(17) ゴム製品製造業 790 540 250 780 540 240
　　(18) なめし革・同製品・毛皮製造業 80 30 50 60 20 40
　　(19) 窯業・土石製品製造業 890 750 140 880 730 140
　　(20) 鉄鋼業 240 230 20 240 230 20
　　(21) 非鉄金属製造業 60 20 40 60 20 40
　　(22) 金属製品製造業 730 540 190 680 500 180
　　(23) はん用機械器具製造業 460 390 60 430 370 60
　　(24) 生産用機械器具製造業 740 560 180 740 560 180
　　(25) 業務用機械器具製造業 970 570 390 960 560 390
　　(26) 電子部品・デバイス・電子回路製造業 410 200 200 410 200 200
　　(27) 電気機械器具製造業 300 200 100 270 180 90
　　(28) 情報通信機械器具製造業 20 20 - 20 20 -
　　(29) 輸送用機械器具製造業 1550 1310 240 1490 1270 220
　　(30) その他の製造業 550 260 290 430 250 180
　Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 110 110 - 110 110 -
　　(31) 電気・ガス・熱供給・水道業 110 110 - 110 110 -
　Ｇ 情報通信業 190 110 80 160 90 60
　　(32) 通信業 90 50 40 90 50 40
　　(33) 放送業 10 10 - 10 10 -
　　(34) 情報サービス業 30 20 10 20 20 10
　　(35) インターネット附随サービス業 10 - 10 - - -
　　(36) 映像・音声・文字情報制作業 50 30 30 40 20 20
　Ｈ 運輸業，郵便業 3310 2650 660 2980 2340 640
　　(37) 鉄道業 10 - 10 10 - 10
　　(38) 道路旅客運送業 300 260 40 300 260 40
　　(39) 道路貨物運送業 2110 1920 190 1780 1620 170
　　(40) 水運業 - - - - - -
　　(41) 航空運輸業 - - - - - -
　　(42) 倉庫業 380 120 260 380 120 260
　　(43) 運輸に附帯するサービス業 160 70 90 150 60 90
　　(44) 郵便業(信書便事業を含む) 350 290 60 350 290 60

（再掲）雇用者（役員を含む）

産業中分類

４．平成２２年国勢調査　従業地による産業(中分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 

総         数
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　Ｉ 卸売業，小売業 10150 4710 5440 8550 3890 4660
　　(45) 卸売業 2810 1770 1040 2550 1580 970
　　(46) 各種商品小売業 330 70 260 330 70 260
　　(47) 織物・衣服・身の回り品小売業 1040 280 770 960 240 720
　　(48) 飲食料品小売業 2760 930 1830 2030 610 1420
　　(49) 機械器具小売業 1110 820 290 930 700 230
　　(50) その他の小売業 2110 860 1260 1750 690 1060
　Ｊ 金融業，保険業 800 330 460 750 310 450
　　(51) 金融業，保険業 800 330 460 750 310 450
　Ｋ 不動産業，物品賃貸業 720 440 280 530 340 190
　　(52) 不動産業 490 270 220 300 160 140
　　(53) 物品賃貸業 220 170 50 220 170 50
　Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 1470 1070 400 1170 840 330
　　(54) 学術・開発研究機関 460 390 70 460 390 70
　　(55) 専門サービス業（他に分類されないもの） 450 240 210 280 120 150
　　(56) 広告業 50 50 - 40 40 -
　　(57) 技術サービス業（他に分類されないもの） 520 400 130 400 290 110
　Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 3470 1220 2250 2600 770 1830
　　(58) 宿泊業 320 80 240 300 70 230
　　(59) 飲食店 2700 1010 1680 1930 620 1310
　　(60) 持ち帰り・配達飲食サービス業 450 120 320 380 90 290
　Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 2590 1100 1490 2060 910 1160
　　(61) 洗濯・理容・美容・浴場業 1150 330 820 700 170 530
　　(62) その他の生活関連サービス業 420 220 200 350 190 160
　　(63) 娯楽業 1030 560 470 1010 540 470
　Ｏ 教育，学習支援業 2540 1020 1510 2220 950 1280
　　(64) 学校教育 1750 750 990 1750 750 990
　　(65) その他の教育，学習支援業 790 270 520 470 190 280
　Ｐ 医療，福祉 5230 1280 3960 4830 1030 3810
　　(66) 医療業 2540 690 1850 2140 440 1700
　　(67) 保健衛生 20 20 - 20 20 -
　　(68) 社会保険・社会福祉・介護事業 2680 570 2110 2680 570 2110
　Ｑ 複合サービス事業 430 270 160 430 270 160
　　(69) 郵便局 160 110 50 160 110 50
　　(70) 協同組合（他に分類されないもの） 270 170 100 270 170 100
　Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 2520 1740 780 2120 1440 680
　　(71) 廃棄物処理業 440 410 30 440 410 30
　　(72) 自動車整備業 420 330 90 330 270 60
　　(73) 機械等修理業（別掲を除く） 180 180 - 110 110 -
　　(74) 職業紹介・労働者派遣業 40 20 30 40 20 30
　　(75) その他の事業サービス業 1080 570 510 860 420 440
　　(76) 政治・経済・文化団体 150 80 80 150 80 80
　　(77) 宗教 190 130 50 160 110 50
　　(78) その他のサービス業 20 20 - 20 20 -
　　(79) 外国公務 - - - - - -
　Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 1490 1060 430 1490 1060 430
　　(80) 国家公務 300 100 200 300 100 200
　　(81) 地方公務 1190 960 230 1190 960 230
　Ｔ 分類不能の産業 2010 1160 850 900 460 440
　　(82) 分類不能の産業 2010 1160 850 900 460 440

（資料：総務省「平成２２年国勢調査」より）
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５．平成１７年国勢調査　従業地による産業（中分類），男女別15歳以上就業者数（雇用者－特掲）

総 数 男 女 総 数 男 女

204 佐　　　野　　　市
62,034 35,588 26,446 51,289 29,236 22,053

Ａ 2,341 1,471 870 141 71 70

(1) 2,341 1,471 870 141 71 70

Ｂ 20 20 - 10 10 -

(2) 20 20 - 10 10 -

Ｃ 4 4 - 4 4 -

(3) - - - - - -

(4) 4 4 - 4 4 -

Ｄ 306 276 30 306 276 30

(5) 306 276 30 306 276 30

Ｅ 5,024 4,224 800 3,951 3,251 700

(6) 5,024 4,224 800 3,951 3,251 700

Ｆ 18,356 11,996 6,360 16,917 11,251 5,666

(7) 2,510 1,016 1,494 2,420 986 1,434

(8) 60 30 30 60 30 30

(9) 547 295 252 437 245 192

(10) 1,275 393 882 845 223 622

(11) 368 278 90 338 248 90

(12) 152 132 20 122 102 20

(13) 584 397 187 504 357 147

(14) 368 178 190 278 128 150

(15) 214 180 34 214 180 34

(16) 89 69 20 89 69 20

(17) 1,861 1,227 634 1,681 1,117 564

(18) 917 674 243 857 664 193

(19) 70 20 50 70 20 50

(20) 1,180 961 219 1,150 931 219

(21) 187 172 15 187 172 15

(22) 50 40 10 50 40 10

(23) 1,056 827 229 974 765 209

(24) 1,425 1,208 217 1,385 1,168 217

(25) 484 265 219 431 242 189

(26) 69 30 39 59 30 29

(27) 496 328 168 486 318 168

(28) 2,689 2,335 354 2,679 2,335 344

(29) 1,414 799 615 1,374 779 595

(30) 291 142 149 227 102 125

Ｇ 99 80 19 99 80 19

(31) 99 80 19 99 80 19

Ｈ 105 57 48 105 57 48

(32) 53 29 24 53 29 24

(33) 9 4 5 9 4 5

(34) 24 9 15 24 9 15

(35) 10 10 - 10 10 -

(36) 9 5 4 9 5 4

非 鉄 金 属 製 造 業

(再掲)雇用者

製 造 業

飲 料 ･ た ば こ ･ 飼 料 製 造 業

建 設 業

食 料 品 製 造 業

建 設 業

衣 服 ・ そ の 他 の 繊 維 製 品 製 造 業
木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 ( 家 具 を 除 く )

金 属 製 品 製 造 業

情 報 通 信 業
通 信 業
放 送 業

電 気 機 械 器 具 製 造 業
情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業
電 子 部 品 ・ デ バ イ ス 製 造 業

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業
電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業

映 像 ・ 音 声 ・ 文 字 情 報 制 作 業

総        数     

繊 維 工 業 ( 衣 服 , そ の 他 の 繊 維 製 品 を 除 く ）

漁 業
水 産 養 殖 業

鉱 業

一 般 機 械 器 具 製 造 業

石 油 製 品 ･ 石 炭 製 品 製 造 業

な め し 革 ･ 同 製 品 ･ 毛 皮 製 造 業
窯 業 ･ 土 石 製 品 製 造 業

林 業

総 数

農 業
農 業

情 報 サ ー ビ ス 業
イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 業

鉄 鋼 業

パ ル プ ･ 紙 ･ 紙 加 工 品 製 造 業
印 刷 ･ 同 関 連 業

鉱 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

産業中分類

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業

そ の 他 の 製 造 業
精 密 機 械 器 具 製 造 業

化 学 工 業

林 業
漁 業

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業 ( 別 掲 を 除 く )
ゴ ム 製 品 製 造 業
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Ｉ 2,711 2,232 479 2,363 1,884 479

(37) 47 47 - 47 47 -

(38) 183 139 44 183 139 44

(39) 2,212 1,899 313 1,864 1,551 313

(40) - - - - - -

(41) - - - - - -

(42) 159 78 81 159 78 81

(43) 110 69 41 110 69 41

Ｊ 11,109 5,474 5,635 9,013 4,250 4,763

(44) 2,975 1,944 1,031 2,689 1,738 951

(45) 552 62 490 552 62 490

(46) 965 270 695 805 200 605

(47) 2,632 972 1,660 1,752 504 1,248

(48) 927 719 208 773 615 158

(49) 452 247 205 253 128 125

(50) 2,606 1,260 1,346 2,189 1,003 1,186

Ｋ 959 486 473 879 446 433

(51) 959 486 473 879 446 433

Ｌ 357 228 129 297 198 99

(52) 357 228 129 297 198 99

Ｍ 3,492 1,315 2,177 2,180 639 1,541

(53) 2,736 1,029 1,707 1,784 533 1,251

(54) 448 174 274 128 24 104

(55) 308 112 196 268 82 186

Ｎ 4,523 946 3,577 4,093 696 3,397

(56) 2,768 665 2,103 2,338 415 1,923

(57) 14 10 4 14 10 4

(58) 1,741 271 1,470 1,741 271 1,470

Ｏ 2,310 906 1,404 2,037 882 1,155

(59) 1,697 764 933 1,697 764 933

(60) 613 142 471 340 118 222

Ｐ 709 396 313 709 396 313

(61) 301 159 142 301 159 142

(62) 408 237 171 408 237 171

Ｑ 7,485 4,013 3,472 6,091 3,391 2,700

(63) 917 665 252 779 571 208

(64) 157 119 38 157 119 38

(65) 1,434 369 1,065 884 229 655

(66) 535 237 298 417 189 228

(67) 1,087 496 591 1,029 466 563

(68) 374 326 48 354 306 48

(69) 251 217 34 161 147 14

(70) 241 181 60 121 91 30

(71) 239 145 94 239 145 94

(72) 34 24 10 34 24 10

(73) 1,874 1,040 834 1,594 920 674

(74) 142 64 78 142 64 78

(75) 190 120 70 170 110 60

(76) 10 10 - 10 10 -

(77) - - - - - -

Ｒ 1,605 1,126 479 1,605 1,126 479

(78) 375 171 204 375 171 204

(79) 1,230 955 275 1,230 955 275

Ｓ 519 338 181 489 328 161

(80) 519 338 181 489 328 161

そ の 他 の 事 業 サ ー ビ ス 業

宗 教
政 治 ・ 経 済 ・ 文 化 団 体

水 運 業

倉 庫 業
運 輸 に 附 帯 す る サ ー ビ ス 業

卸 売 業

自 動 車 整 備 業
機 械 等 修 理 業 （ 別 掲 を 除 く ）
物 品 賃 貸 業
広 告 業

分 類 不 能 の 産 業

そ の 他 の 小 売 業

飲 食 店 ， 宿 泊 業

医 療 業

学 校 教 育

保 健 衛 生
社 会 保 険 ･ 社 会 福 祉 ･ 介 護 事 業
教 育 ， 学 習 支 援 業

外 国 公 務

地 方 公 務
分 類 不 能 の 産 業

公 務 ( 他 に 分 類 さ れ な い も の )
国 家 公 務

金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業

郵 便 局 ( 別 掲 を 除 く )

サ ー ビ ス 業 ( 他 に 分 類 さ れ な い も の )
専 門 サ ー ビ ス 業 ( 他 に 分 類 さ れ な い も の )

家 具 ・ じ ゅ う 器 ・ 機 械 器 具 小 売 業

飲 食 料 品 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

廃 棄 物 処 理 業

そ の 他 の 教 育 ， 学 習 支 援 業

一 般 飲 食 店
遊 興 飲 食 店

そ の 他 の 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業
娯 楽 業

宿 泊 業
医 療 ， 福 祉

洗 濯 ・ 理 容 ・ 美 容 ･ 浴 場 業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

そ の 他 の サ ー ビ ス 業

協 同 組 合 ( 他 に 分 類 さ れ な い も の )

学 術 ・ 開 発 研 究 機 関

不 動 産 業

各 種 商 品 小 売 業
織 物 ・ 衣 服 ・ 身 の 回 り 品 小 売 業

自 動 車 ・ 自 転 車 小 売 業

卸 売 ・ 小 売 業

航 空 運 輸 業

運 輸 業
鉄 道 業
道 路 旅 客 運 送 業
道 路 貨 物 運 送 業

（資料：総務省「平成１７年国勢調査」より）
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６．平成２２年国勢調査　従業地による職業(中分類)，男女別15歳以上就業者数(雇用者－特掲) 

総　　　数 男 女 総　　　数 男 女

204 佐野市
総              数 58360 32850 25520 48920 27150 21770
　Ａ 管理的職業従事者 1410 1160 250 1320 1090 230
　　(1) 管理的公務員 30 30 - 30 30 -
　　(2) 法人・団体役員 1050 830 220 1050 830 220
　　(3) その他の管理的職業従事者 330 310 30 250 240 10
　Ｂ 専門的・技術的職業従事者 6220 3000 3210 5310 2420 2880
　　(4) 研究者 60 60 - 60 60 -
　　(5) 技術者 1110 1060 50 990 960 40
　　(6) 保健医療従事者 2050 590 1460 1720 350 1380
　　(7) 社会福祉専門職業従事者 600 110 480 600 110 480
　　(8) 法務従事者 30 30 - - - -
　　(9) 経営・金融・保険専門職業従事者 90 80 10 60 60 -
　　(10) 教員 1380 640 740 1380 640 740
　　(11) 宗教家 120 110 10 90 80 10
　　(12) 著述家，記者，編集者 30 20 10 - - -
　　(13) 美術家，デザイナー，写真家，映像撮影者 70 30 40 70 30 30
　　(14) 音楽家，舞台芸術家 10 10 - - - -
　　(15) その他の専門的職業従事者 670 250 420 350 140 210
　Ｃ 事務従事者 8160 2930 5220 7790 2870 4920
　　(16) 一般事務従事者 5050 1830 3210 4840 1800 3040
　　(17) 会計事務従事者 1590 360 1230 1450 330 1120
　　(18) 生産関連事務従事者 550 320 230 550 320 230
　　(19) 営業・販売事務従事者 390 170 220 390 170 220
　　(20) 外勤事務従事者 270 90 180 260 90 170
　　(21) 運輸・郵便事務従事者 220 160 70 210 160 60
　　(22) 事務用機器操作員 80 10 70 80 10 70
　Ｄ 販売従事者 7910 4130 3780 6640 3450 3190
　　(23) 商品販売従事者 5230 2000 3230 4220 1480 2740
　　(24) 販売類似職業従事者 430 220 200 200 100 100
　　(25) 営業職業従事者 2250 1900 350 2220 1870 350

職業中分類

総　　　　　数 （再掲）雇用者（役員を含む）
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　Ｅ サービス職業従事者 6950 2240 4710 5620 1620 4000
　　(26) 家庭生活支援サービス職業従事者 30 - 30 10 - 10
　　(27) 介護サービス職業従事者 1530 280 1250 1530 280 1250
　　(28) 保健医療サービス職業従事者 250 10 240 210 10 200
　　(29) 生活衛生サービス職業従事者 880 260 620 470 100 370
　　(30) 飲食物調理従事者 2060 1050 1010 1430 640 790
　　(31) 接客・給仕職業従事者 1780 480 1300 1590 440 1140
　　(32) 居住施設・ビル等管理人 100 50 50 70 40 30
　　(33) その他のサービス職業従事者 330 120 200 310 110 200
　Ｆ 保安職業従事者 500 490 10 500 490 10
　　(34) 保安職業従事者 500 490 10 500 490 10
　Ｇ 農林漁業従事者 1870 1310 560 400 330 70
　　(35) 農業従事者 1730 1180 550 290 240 60
　　(36) 林業従事者 130 120 10 100 90 10
　　(37) 漁業従事者 10 10 - 10 10 -
　Ｈ 生産工程従事者 13710 8970 4730 12160 8100 4070
　　(38) 製品製造・加工処理従事者（金属製品） 1710 1580 130 1590 1480 110
　　(39) 製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 7160 3980 3180 6080 3480 2600
　　(40) 機械組立従事者 1490 1030 460 1430 1000 430
　　(41) 機械整備・修理従事者 1220 1200 20 1030 1030 -
　　(42) 製品検査従事者 1090 410 680 1090 410 680
　　(43) 機械検査従事者 560 380 190 550 380 180
　　(44) 生産関連・生産類似作業従事者 470 400 70 390 330 60
　Ｉ 輸送・機械運転従事者 2770 2690 70 2450 2390 70
　　(45) 鉄道運転従事者 - - - - - -
　　(46) 自動車運転従事者 2250 2210 50 1960 1920 40
　　(47) 船舶・航空機運転従事者 - - - - - -
　　(48) その他の輸送従事者 160 130 30 160 130 30
　　(49) 定置・建設機械運転従事者 360 360 - 340 340 -
　Ｊ 建設・採掘従事者 2550 2530 30 1950 1920 30
　　(50) 建設・土木作業従事者 1960 1950 20 1430 1420 20
　　(51) 電気工事従事者 570 560 10 490 480 10
　　(52) 採掘従事者 20 20 - 20 20 -
　Ｋ 運搬・清掃・包装等従事者 4330 2230 2110 3890 2000 1890
　　(53) 運搬従事者 1970 1310 660 1800 1230 570
　　(54) 清掃従事者 750 270 480 730 270 450
　　(55) 包装従事者 490 110 380 430 90 340
　　(56) その他の運搬・清掃・包装等従事者 1120 530 590 940 420 520
　Ｌ 分類不能の職業 1990 1160 830 870 450 420
　　(57) 分類不能の職業 1990 1160 830 870 450 420

（資料：総務省「平成２２年国勢調査」より）
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７．平成１７年国勢調査　従業地による職業（中分類），男女別15歳以上就業者数（雇用者－特掲）

(再掲)雇用者

総 数 男 女 総 数 男 女

204 佐　　　野　　　市
62,034 35,588 26,446 51,289 29,236 22,053

Ａ 6,889 3,512 3,377 6,154 3,124 3,030
(1) 71 71 - 71 71 -
(2) 1,934 1,868 66 1,864 1,798 66
(3) 2,320 612 1,708 2,000 362 1,638
(4) 537 70 467 537 70 467
(5) - - - - - -
(6) 40 30 10 40 30 10
(7) 1,254 611 643 1,254 611 643
(8) 85 85 - 75 75 -
(9) 9 5 4 9 5 4

(10) 89 29 60 69 19 50
(11) 173 - 173 14 - 14
(12) 377 131 246 221 83 138

Ｂ 1,493 1,289 204 1,473 1,289 184
(13) 84 74 10 84 74 10
(14) 1,075 901 174 1,075 901 174
(15) 334 314 20 314 314 -

Ｃ 10,104 3,366 6,738 9,564 3,336 6,228
(16) 9,719 3,182 6,537 9,219 3,152 6,067
(17) 60 10 50 20 10 10
(18) 260 150 110 260 150 110
(19) 65 24 41 65 24 41

Ｄ 7,772 4,612 3,160 6,149 3,617 2,532
(20) 6,361 3,683 2,678 4,928 2,768 2,160
(21) 1,411 929 482 1,221 849 372

Ｅ 6,462 2,031 4,431 4,634 1,249 3,385
(22) 262 20 242 242 20 222
(23) 1,103 274 829 583 134 449
(24) 2,208 963 1,245 1,218 401 817
(25) 1,694 433 1,261 1,466 383 1,083
(26) 100 80 20 80 70 10
(27) 1,095 261 834 1,045 241 804

技 術 者

総 数

保 健 医 療 従 事 者
社 会 福 祉 専 門 職 業 従 事 者
法 務 従 事 者
経 営 専 門 職 業 従 事 者

事 務 用 機 器 操 作 員
販 売 従 事 者

管 理 的 職 業 従 事 者
管 理 的 公 務 員

接 客 ・ 給 仕 職 業 従 事 者
居 住 施 設 ・ ビ ル 等 管 理 人

家庭生活支援サービス職業従
事 者生活衛生サービス職業従事者

会 社 ・ 団 体 等 役 員
その他の管理的職業従事者

一 般 事 務 従 事 者
外 勤 事 務 従 事 者

宗 教 家
文 芸 家 ， 記 者 ， 編 集 者

販 売 類 似 職 業 従 事 者
サ ー ビ ス 職 業 従 事 者

その他のサービス職業従事者

科 学 研 究 者
専門 的・ 技術 的職 業従 事者

教 員

音 楽 家 , 舞 台 芸 術 家

事 務 従 事 者

運 輸 ・ 通 信 事 務 従 事 者

総        数     

美 術 家 , 写 真 家 , デ ザ イ ナ ー

そ の 他 の 専 門 的 ・ 技 術 的
職 業 従 事 者

商 品 販 売 従 事 者

飲 食 物 調 理 従 事 者

職業中分類
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Ｆ 574 565 9 564 555 9
(28) 574 565 9 564 555 9

Ｇ 2,398 1,548 850 188 128 60
(29) 2,315 1,475 840 115 65 50
(30) 69 69 - 59 59 -
(31) 14 4 10 14 4 10

Ｈ 2,406 2,305 101 2,088 1,987 101
(32) - - - - - -
(33) 2,142 2,095 47 1,824 1,777 47
(34) - - - - - -
(35) 162 148 14 162 148 14
(36) 102 62 40 102 62 40

Ｉ 23,395 16,000 7,395 19,964 13,601 6,363
 Ｉ－1 15,904 10,277 5,627 13,751 8,952 4,799

(37) 88 58 30 78 58 20
(38) 245 226 19 235 216 19
(39) 633 574 59 574 515 59
(40) 1,905 1,734 171 1,712 1,571 141
(41) 1,709 1,346 363 1,619 1,286 333
(42) 684 372 312 611 329 282
(43) 868 859 9 718 709 9
(44) 693 392 301 663 372 291
(45) 2,521 975 1,546 2,251 825 1,426
(46) 30 10 20 30 10 20
(47) 404 230 174 314 180 134
(48) 1,176 303 873 626 83 543
(49) 353 313 40 263 223 40
(50) 386 282 104 316 252 64
(51) 243 142 101 183 92 91
(52) 2,174 1,446 728 1,954 1,336 618
(53) 70 20 50 70 20 50
(54) 1,722 995 727 1,534 875 659

 Ｉ－2 958 954 4 785 781 4
(55) 311 307 4 297 293 4
(56) 647 647 - 488 488 -

 Ｉ－3 6,533 4,769 1,764 5,428 3,868 1,560
(57) 120 120 - 120 120 -
(58) 2,467 2,427 40 1,757 1,757 -
(59) 2,133 1,368 765 1,926 1,245 681
(60) 1,813 854 959 1,625 746 879

Ｊ 541 360 181 511 350 161
(61) 541 360 181 511 350 161

（資料：総務省「平成１７年国勢調査」より）

鉄 道 運 転 従 事 者
自 動 車 運 転 者

金 属 材 料 製 造 作 業 者

運 搬 労 務 作 業 者

漁 業 作 業 者
運 輸 ・ 通 信 従 事 者

ゴ ム ・ プ ラ ス チ ッ ク 製 品
製 造 作 業 者革 ・ 革 製 品 製 造 作 業 者

電気機械器具組立・修理作業
者輸送 機械 組立 ・修 理作 業者

通 信 従 事 者
生 産 工 程 ・ 労 務 作 業 者
製 造 ・ 制 作 作 業 者

採 掘 作 業 者

電 気 作 業 者

建 設 作 業 者

そ の 他 の 製 造 ・ 制 作 作 業 者

飲 料 ・ た ば こ 製 造 作 業 者
紡 織 作 業 者
衣服 ・繊 維製 品製 造作 業者
木・竹・草・つる製品製造作業

者

そ の 他 の 労 務 作 業 者

分 類 不 能 の 職 業
分 類 不 能 の 職 業

定 置 機 関 運 転 ･ 建 設 機 械
運 転 ・ 電 気 作 業 者定 置 機 関 ・ 機 械 及 び 建 設
機 械 運 転 作 業 者

採 掘 ・ 建 設 ・ 労 務 作 業 者

保 安 職 業 従 事 者

そ の 他 の 運 輸 従 事 者

農 業 作 業 者
林 業 作 業 者

保 安 職 業 従 事 者
農 林 漁 業 作 業 者

食 料 品 製 造 作 業 者

印 刷 ・ 製 本 作 業 者
パルプ・紙・紙製品製造作業者

計 量 計 測 機 器 ・ 光 学 機 械
器 具 組 立 ・ 修 理 作 業 者

化 学 製 品 製 造 作 業 者
窯業 ・土 石製 品製 造作 業者
金 属 加 工 作 業 者
一般機械器具組立・修理作業

者

船 舶 ・ 航 空 機 運 転 従 事 者
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